
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４１０６

基盤研究(C)

2014～2012

医療機関における産業看護活動に関する方策の支援と構築

Support and Building about Occupational Health Nursing Activities among Medical 
Institutions

６０３８３４０２研究者番号：

近藤　信子（Kondo, Nobuko）

四日市看護医療大学・地域研究機構　産業看護研究センター・研究員

研究期間：

２４５００８３９

平成 年 月 日現在２７   ６ １２

円     3,700,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、全国医療機関のうち100床以上の2576一般病院の看護部長に対する産業看護活動
の調査（平成24～平成26年度）を分析したものである。結果は、産業看護職の雇用に関しては専任・兼任合わせて12.2
％であった。また、産業看護活動を促進する要因として、開設者の産業看護活動への理解、産業看護職の前向きな姿勢
と行動、産業医と産業看護職の協力関係、医療機関も産業看護の対象であるという認識など15項目の妥当性が確認され
た。

研究成果の概要（英文）：This research analyzes questionnaires (2012-2014) on occupational health nursing 
activities targeting the directors of nursing departments at 2576 general hospitals which have 100 or 
more beds among medical institutions in Japan. The results show that 12.2% of occupational health nurses 
are full-time or hold multiple posts. In addition, this research confirms 15 validations as factors which 
promote occupational health nursing activities including understanding towards occupational health 
nursing activities of the hospital founder, positive attitudes and behavior of occupational health 
nurses, the collaborative relationship between occupational health physicians and occupational health 
nurses as well as the awareness of medical institutions being the subject of occupational heath nursing.

研究分野：産業看護
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１．研究開始当初の背景 
（１）医療機関では医師、看護職をはじめそ
の他多数の専門職が協働で医療活動を実践
している。しかしながら、医療機関で働く労
働者、すなわち医療従事者の労働環境に十分
な配慮がなされているとは言い難い（和田、
佐藤、相澤 2006）。立ち遅れの原因は歴史
的・文化的背景は元より、医療機関において
は患者の健康に焦点があてられ、患者の治療
や安全が中心となった対策が優先され、医療
従事者についての関心は二の次となってい
ると考えられる。また、専門職である医療従
事者の健康管理は個人の自己管理に委ねら
れていることも原因の一つと考えられる。 
こうした考え方では医療従事者の健康と安
全に関しての諸問題の解決には限界がある
と考える。 
 
（２）国際労働機関 (International Labor 
Organization: ILO)は労働安全衛生マネジメ
ントに関するガイドラインを示し、「危険な
有害要因から労働者を保護し、作業に関連し
た負傷、不健康、事故および死亡災害の根絶
に寄与する」という目的に沿った対策を求め
ている。 
厚生労働省もこの目的に合致した労働安全
衛生の推進を図るため、各事業場が組織的に
対応できるガイドラインを打ち出している。
そして、各医療機関も事業場として労働安全
衛生法の理念を運用することが求められて
いる。 
 
（３）産業保健活動の推進にあたって、事業
場では産業医、産業看護職、衛生管理者、安
全衛生推進者等が任命され、このチームの一
員として産業看護職は職務を遂行すること
が求められている。 
しかしながら、医療従事者が働く医療現場で
は、産業看護職の専門性は十分に活用されて
いるとは言えず、産業看護職の雇用は十分と
は言えない（「産業看護活動全国実態調査」
四日市看護医療大学産業看護研究センター 
2010）。医療機関を一事業場と捉えると、医
療機関は産業看護活動に対する意識が低い
とも考えられる。 
 
（４）医療機関での産業保健活動は医療従事
者の心身の健康と安全の保持・増進につなが
り、離職率の軽減や医療事故の軽減はもとよ
り患者への医療の質向上へとつながる活動
となる（相澤、和田、吉岡ほか 2013）こと
から、医療機関において、産業保健専門職の
一員として行う産業看護活動は意義あるも
のと考える。 
 
２．研究の目的 
本研究は医療機関も一事業場とみなし、現時
点で実践されている産業看護活動と求めら
れている活動、活動が推進される要因と阻害
される要因を明らかにし、産業看護活動推進

の方策を提案することを目的とした。 
（１） 初年度 100床以上の全国医療機 
関における産業看護職の活動の実態を明ら
かにすることを目的とした。 
 
（２） 次年度 初年度の実態調査を踏まえ 
て、産業看護活動を行っている医療機関にお
いて看護管理者へのインタビュー調査によ
り、産業看護活動の促進または阻害要因を探
り、推進方策を明らかにすることを目的とし
た。 
 
（３） 最終年度 これまでの実態調査や 
インタビュー調査で得られた産業看護活動
の推進・阻害要因の妥当性を確認することを
目的とした。 
また、質問紙調査を実施した際、産業保健活
動を充実させるための支援の要請のあった
医療機関への支援を行うことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（１）初年度 全国 100床以上の 2573医療
機関の看護管理者を対象に、無記名自記式質
問紙調査を実施し、返信は郵送法とした。医
療機関は厚生労働省の地方厚生局の医療機
関名簿を利用した。調査内容は産業看護職配
置の有無、産業看護活動の実態、産業看護職
を配置していない場合はその理由とした。 
また、先進的な取り組みをしている医療機関
について、研究者 4名で視察調査を実施した。 
 
（２）次年度 初年度の実態調査の結果より、
産業看護職を配置し産業看護活動を実践し
ている 16 医療機関を抽出し、その中から研
究協力の申し出があった 5医療機関の看護管
理者を対象とした半構造化インタビュー調
査を実施した。 
調査後のデータの分析については、インタビ
ュー内容を逐語録におこし、切片化した。 
質的統合法によりカテゴリー化を繰り返し
て、抽象度を高め、産業看護活動の促進・阻
害要因を抽出した。分析には、研究者 5~7名
が参加・討議した。 
 
（３）最終年度 初年度に実施した全国医 
療機関調査で、100床以上の 649医療機関の
うち、研究協力を申し出た 236医療機関の看
護部長に無記名自記式質問紙調査を実施し、
返信の得られた 96人（40.7%）を調査協力者
とした。調査内容は次年度調査で得られた産
業看護活動の促進要因のうち、必要と思われ
る度合いについて「最も必要と思われる」か
ら「全く必要でない」の 10 段階尺度で回答
を得た。 
産業看護活動の推進について必要と思われ
る度合いに関する 15 項目について平均値を
算出した。これらについては、医療機関の分
類、産業看護職の有無、病床数、職員数の属
性でクロス集計を行い、ANOVA 及びｔ検定に
より差異があるかを確認した。有意水準は



5％とした。 
また、支援の要請のあった２医療機関には、
2 名の研究者が訪問し産業看護活動の方策を
支援した。 
 
４．研究成果 
（１）医療機関における産業看護職の配置率
は専任、兼任を含めて 12.2％であり、一般企
業に比較して低いものであったが、捉え方に
よっては予想以上とも考えられる。産業看護
職の配置を考えない理由は、「産業看護職の
役割がわからない」が 19.9％あり、役割がわ
からないために産業看護職の必要性が理解
されていないこと、産業看護職の役割が認知
されていないことなどの問題が表出された。
その理由として産業看護は他の看護分野に
比べて歴史が浅いこと、また、看護基礎教育
で産業看護学を教科目として位置づけてい
る看護教育機関が少ない（河野、畑中、後藤
ほか 2014）ため、産業看護の本質について
の教育をうけている人が少ないことが考え
られる。看護基礎教育での産業看護について
の教育が検討される必要があることが示唆
された。 
産業看護職の配置の有無と病床数・開設者と
の関連については、病床数・開設者ともに産
業看護職の配置の有無に差がみられた。国や
公立の施設に比べ、医療法人や個人の施設に
おいて産業看護職を配置している割合が高
く、これら医療法人等の方が施設の質の向上
のために職員の健康や安全配慮のための環
境づくりなどの体制を構築しやすく、経営者
の裁量権が影響を及ぼす可能性を示唆して
いると考えられる。 
「今後、専任を配置したい」割合は 400 床以
上で 11 施設（8.8％）と最も高く、「今後、
兼任を配置したい」割合は 200～299 床で 29
施設(24.4％)と最も高かった。 
また、病床数の違いによる差がみられた。病
床数が多いほど専任の割合が高く、今後の配
置に対する検討に関しても専任配置を検討
したい割合が高いことは、一般企業において
も大規模の企業ほど産業看護職を選任配置
していることと一致しており、経済的な余裕
や、組織の大きさも、影響していると考えら
れる。 
 
（２）看護管理者等 5名のインタビュー調査
結果を切片化したラベルの個数は 208 個で、
質的統合法で 3回の抽象化を繰り返し、阻害
要因 9 項目、促進要因 14 項目、その他 4 項
目を抽出した。阻害要因を逆転させると促進
要因となり、結果として促進要因 15 項目と
してまとめた。 
促進要因は、①安全衛生管理体制が整備され
ている、②安全衛生管理組織が機能している、
③病院としてのバックアップ機能がある、④
産業看護活動全般に対して環境整備（組織・
健康管理に対する認識・関係性）がなされて
いる、⑤産業看護職の人的条件が整っている、

⑥職位に対する権限がある、⑦産業看護活動
が利益を生むという認識がある、⑧産業看護
活動に対する理解がある、⑨院外の機関を活
用できている、⑩上司の理解がある、⑪院内
の他の委員会との連携がとれている、⑫安全
衛生活動の方針が明確である、⑬関連部署と
協力関係がある、⑭産業医と産業看護職の協
力関係がある、⑮産業看護職が前向きな姿勢
を持ち行動する、であった。 
 
（３）これまでの実態調査とインタビュー調
査で得られた産業看護活動の促進・阻害要因
を通じて得られた、産業看護活動の推進要因
について妥当性を確認した。 
産業看護活動の推進で必要と思われる度合
いについて、看護部長の認識で最も高かった
項目は、経営層の産業看護への理解 9.0 ポイ
ントであり、続いて産業看護職の前向きな姿
勢と行動が 8.8 ポイントであった。最も低か
った項目は、産業看護職の職位で 7.1 ポイン
ト、また、院外機関の活用で 7.2 ポイントで
あった。なお、最頻値は 10 ポイントの項目
が多かった。 
 
（４）まとめとして①看護管理者は、医療機
関で働く医療従事者の安全と健康に関与す
る産業看護活動が経営層の理解に左右され
ると考えていることが明らかになった。初年
度調査におけるグッドプラクティスの事例
でも経営層の先見性を見ることができた。 
②産業看護職の配置を考えない理由として、
「産業看護職の役割がわからない」が高く、
看護職自身が役割の認識に思いが及ばない
ことが明らかになった。このことから、人が
働く現場でこそ産業看護活動が必要と考え
られるよう産業看護学の教育を充実してい
く必要があると考える。 
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